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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第２四半期 14,861 11.4 1,155 63.9 1,209 63.1 680 81.5

2022年３月期第２四半期 13,340 － 704 － 741 － 375 －

（注）包括利益 2023年３月期第２四半期 887百万円 （59.1％） 2022年３月期第２四半期 557百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益
EBITDA のれん償却前EPS

円 銭 円 銭 百万円 ％ 円 銭 ％

2023年３月期第２四半期 41.04 － 1,454 44.1 54.43 56.5

2022年３月期第２四半期 21.84 21.77 1,009 － 34.78 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第２四半期 16,168 9,992 61.5

2022年３月期 16,238 9,446 57.9

（参考）自己資本 2023年３月期第２四半期 9,943百万円 2022年３月期 9,400百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 20.00 － 20.00 40.00

2023年３月期 － 20.00

2023年３月期（予想） － 20.00 40.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

１．2023年３月期第２四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年９月30日）

（注）１．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年3月31日)等を前第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、前第

２四半期連結累計期間に係る上記の連結経営成績は当該会計基準等を適用した後の数値となっていることから、対前年同四半期増減率

については記載していません。

２．当社は、2021年７月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っています。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して、「１株当たり四半期純利益」、「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」および「のれん償却前EPS」を算定していま

す。

３. 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載していません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 29,000 4.3 1,950 4.3 2,000 4.0 1,100 5.1 66.30

EBITDA のれん償却前EPS

百万円 ％ 円 銭 ％

通期 2,580 3.5 93.10 6.1

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期２Ｑ 18,066,453株 2022年３月期 18,066,453株

②  期末自己株式数 2023年３月期２Ｑ 1,476,289株 2022年３月期 1,476,462株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期２Ｑ 16,590,015株 2022年３月期２Ｑ 17,174,843株

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

※  注記事項

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、［添付資料］Ｐ．13「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針

の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、2021年７月１日付で普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っています。前連結会計年度の期首に当該株式分割が

行われたと仮定して、期末発行済株式数、期末自己株式数および期中平均株式数を算定しています。

（５）各種経営指標の算式

・EBITDA： 営業利益＋減価償却費＋のれん償却額

・のれん償却前EPS： 調整後当期純利益（注）/期中平均株式数

（注）親会社株主に帰属する当期純利益（四半期においては、親会社に帰属する四半期純利益と読み替える）＋の

れん償却額

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、様々な不確定要素が

内在しています。実際の業績等は、業況の変化等により、これらの予想数値と異なる場合があります。業績予想の前

提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、［添付資料］Ｐ．６「１．当四半期決算

に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

また、当社は「株式給付信託（ＢＢＴ）」および「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度を導入しており、当該制度

に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式については、自己株式に含め

ています。

（四半期決算補足説明資料および四半期決算説明会内容の入手方法）

当社は、2022年11月28日に機関投資家・アナリスト向け四半期決算説明会を開催する予定です。この説明会で配布す

る資料は、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間（2022年４月１日～2022年９月30日）における国内景気については、

新型コロナウイルス感染症のワクチン接種の進展により行動制限が緩和され、経済活動の持直しが

期待されたものの、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化にともなう資源価格の高騰や円安による

インフレの加速等が懸念され、先行きは依然不透明な状況です。

当社グループが属する情報サービス業界では、新たなビジネスモデルの創出や変革に向けたデジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）関連のＩＴ投資ニーズが底堅く、引き続き堅調に推移する

ものと見込まれます。また、新型コロナウイルスの影響は引き続き残るものの、顧客企業において

抑制傾向にあったＩＴ投資の回復基調が続いています。

このような環境のなか、当社グループの業績は、ソフトウェア開発、システム運営管理およびサ

イバーセキュリティ・コンサルティング・教育が堅調に推移したため、売上高は148億61百万円（前

年同期比11.4％増）となりました。

収益面においては、グループ組織変更にともなう売上原価の増加があったものの、利益率の高い

ＤＸ関連ビジネスの拡大、増収にともなう増益などがあり、営業利益は11億55百万円（同63.9％

増）、経常利益は12億９百万円（同63.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は６億80百万

円（同81.5％増）となりました。EBITDAは、14億54百万円（同44.1％増）となりました。
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前第２四半期
連結累計期間

 （自 2021年４月１日
   至 2021年９月30日）

当第２四半期
連結累計期間

 （自 2022年４月１日
   至 2022年９月30日）

前年同期比

増減額  増減率(％)

システム運営管理 売上高 6,053 6,641 588 9.7

売上総利益 1,449 1,476 26 1.8

売上総利益率 24.0％ 22.2％ △1.7P ―

ソフトウェア開発 売上高 4,988 5,647 659 13.2

売上総利益 1,096 1,210 114 10.4

売上総利益率 22.0％ 21.4％ △0.5P ―

ＩＴインフラ 売上高 1,221 1,228 7 0.6

売上総利益 292 310 17 6.1

売上総利益率 24.0％ 25.3％ 1.3P ―

サイバーセキュリ

ティ・コンサルテ

ィング・教育

売上高 960 1,130 169 17.7

売上総利益 315 315 0 0.2

売上総利益率 32.8％ 27.9％ △4.9P ―

その他 売上高 116 212 96 82.4

売上総利益 2 10 7 265.8

売上総利益率 2.6％ 5.1％ 2.6P ―

合計 売上高 13,340 14,861 1,520 11.4

売上総利益 3,157 3,324 167 5.3

売上総利益率 23.7％ 22.4％ △1.3P ―

なお、当社の事業セグメントは単一セグメントであり、サービスごとの業績を以下のとおり記載し

ています。
（単位：百万円）

① システム運営管理

大手ＩＴベンダーへの営業強化による取引の拡大や、金融関連既存顧客における受注拡大などに

より、売上高は66億41百万円（同9.7％増）となりました。

② ソフトウェア開発

金融関連既存顧客における案件の収束があったものの、大手ＩＴベンダーへの営業強化による取

引の拡大や、運輸関連既存顧客において延期となっていた大型案件の再開、公共関連既存顧客にお

ける受注拡大などにより、売上高は56億47百万円（同13.2％増）となりました。

③ ＩＴインフラ

情報通信および公共関連既存顧客における案件の収束があったものの、金融関連をはじめとした

複数の既存顧客における取引の拡大などにより、売上高は12億28百万円（同0.6％増）となりまし

た。

④ サイバーセキュリティ・コンサルティング・教育

サイバーセキュリティにおける製品販売の増加や受注拡大にくわえ、コンサルティングにおける

売上の増加などにより、売上高は11億30百万円（同17.7％増）となりました。
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⑤ その他

データエントリーおよび製品販売における受注拡大などにより、売上高は２億12百万円（同

82.4％増）となりました。

《経営施策の取組み状況》

当社グループは、前中期経営計画において、デジタル技術に精通した技術者育成と各領域におけ

るサービスの高度化に取り組み、今後に向けた成長基盤を構築しました。そして2023年３月期から

は、

①「顧客のＤＸ推進支援の強化」と「自社のソリューション開発」という当社ＤＸポートフォリ

オに沿ったビジネスモデルの展開

②高付加価値創出に向けたパートナーシップの強化

③管理部門の高度化と事業部門への人財シフト

の３つの基本テーマをもとにさらなる収益性向上を図るべく、中期経営計画「Next 50 Episode Ⅱ 

『Ride on Time』」（2023年３月期～2025年３月期）を策定しました。

この中期経営計画では上記３つの基本テーマの実現に向けて、「ＩＴサービス戦略」「人財戦

略」「ニューノーマル戦略」「ＳＤＧｓ戦略」の４つの基本戦略を掲げています。

※ＢＰ（ビジネスパートナー）：プロジェクトをともに遂行していただくＩＴパートナー
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① ＩＴサービス戦略

ニーズの高い技術領域を定め、パートナー企業との連携による顧客のＤＸ推進支援や成長分野を

対象とした自社ソリューション開発に努めます。顧客のＢＣＰ（事業継続計画）強化・効率化のニ

ーズに対応するため、SaaS型システム運用サービス「Smart運用」の提供を開始しました。さら

に、時間と場所にとらわれない運用業務の実現に向けて、メタバースを活用したバーチャルオペレ

ーションセンターのＰｏＣ（概念実証）を開始しています。また、サイバーセキュリティにフォー

カスしたサービスブランド「ID-Ashura（IDアシュラ）」を立ち上げました。

② 人財戦略

ＤＸサービスの拡大や高付加価値化の実現に向けて、研修制度のさらなる充実を図り、中上級技

術者および企画提案型人財の育成を加速させます。日本型ジョブディスクリプション制度の構築・

運用のほか、社内システムを通じた技術ナレッジの社員間での共有を目指しています。具体的な取

組みとして、開発部門がクラウド、ローコード、ＡＩの育成プログラムを作成し、社員の資格取得

を支援しています。また、ＤＸ関連研修環境を社員に提供し、その受講者数は当第２四半期連結累

計期間においてのべ182名となりました。

③ ニューノーマル戦略

社内基幹システムの刷新などによる業務の効率化・高度化に努めるとともに、スマートな管理部

門の構築を図ります。グループ全体の生産性を向上させるため、情報共有基盤によるデータ一元管

理や、ワークフローシステムの刷新検討など社内システムの適正化を進めています。また、管理部

門要員の事業部門への再配置を進めるとともに、重複業務の削減や業務シェアの推進を行っていま

す。

④ ＳＤＧｓ戦略

事業活動を通じてサステナビリティへの取組みを進め、「社会課題の解決」と「企業価値の向

上」の好循環を目指します。鳥取県江府町と協定を締結し、行政におけるＤＸ推進および地方共生

へ取り組んでいるほか、本社ビルでの使用電力を再生可能エネルギーに変更し、当社グループの温

室効果ガス排出量を大幅に削減しました。さらに、子ども食堂への食品・絵本の寄附等の社会貢献

活動やクラシックコンサート開催等の文化芸術活動支援を行っています。
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（２）財政状態に関する説明

①財政状態の変動状況

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末の資産の部は、契約資産の増加４億48百万円および投資有価証券

の増加１億47百万円などがありましたが、現金及び預金の減少８億37百万円などにより、前連結

会計年度末に比べ70百万円減少し161億68百万円となりました。

（負債の部）

当第２四半期連結会計期間末の負債の部は、契約負債の増加１億18百万円および賞与引当金の

増加１億40百万円などがありましたが、有利子負債の減少７億78百万円などにより、前連結会計

年度末に比べ６億16百万円減少し61億76百万円となりました。

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末の純資産の部は、期末配当金支払いにより３億39百万円減少しま

したが、親会社株主に帰属する四半期純利益による増加６億80百万円および為替換算調整勘定の

増加１億32百万円などにより、前連結会計年度末に比べ５億45百万円増加し99億92百万円となり

ました。

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）

は、前年同四半期連結会計期間末に比べ４億29百万円減少し、38億21百万円（前年同期比10.1％

減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおり

です。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は３億64百万円（前年同期は９億67百万円の資金増）となりまし

た。これはおもに、税金等調整前四半期純利益12億５百万円、仕入債務の減少３億42百万円およ

びその他流動資産の増加４億80百万円などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は２億65百万円（前年同期は58百万円の資金減）となりました。

これはおもに、定期預金の預入による支出１億31百万円および投資有価証券の取得による支出50

百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は11億19百万円（前年同期は13億33百万円の資金減）となりまし

た。これはおもに、短期借入金の純減少額５億60百万円、長期借入金の返済による支出２億16百

万円および配当金の支払額３億41百万円（非支配株主への配当金の支払額を含む）などによるも

のです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年４月28日に公表しました通期の業績予想に変更はありません。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 4,908,300 4,070,525
受取手形 2,200 4,200
売掛金 4,503,942 4,497,323
契約資産 419,034 867,775
仕掛品 18,010 15,486
未収入金 297,217 236,212
その他 233,028 692,974
貸倒引当金 △40,068 △40,068

流動資産合計 10,341,666 10,344,429

固定資産

有形固定資産 1,398,451 1,391,188
無形固定資産

のれん 1,748,603 1,526,369
ソフトウェア 105,729 166,998
その他 6,194 779

無形固定資産合計 1,860,527 1,694,147

投資その他の資産

投資有価証券 1,515,460 1,663,319
繰延税金資産 526,419 472,832
差入保証金 308,601 312,498
その他 295,259 297,491
貸倒引当金 △7,500 △7,500

投資その他の資産合計 2,638,241 2,738,642

固定資産合計 5,897,220 5,823,978

資産合計 16,238,886 16,168,407

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部
流動負債

買掛金 945,314 967,846
契約負債 47,510 165,770
短期借入金 1,560,000 1,000,000
１年内返済予定の長期借入金 432,933 432,933
未払法人税等 647,216 453,485
賞与引当金 827,876 968,214
役員賞与引当金 13,324 7,750
受注損失引当金 － 59,608
その他 1,021,163 989,348

流動負債合計 5,495,341 5,044,958

固定負債

長期借入金 725,100 508,633
繰延税金負債 234,376 251,668
役員退職慰労引当金 25,332 26,001
退職給付に係る負債 51,832 56,620
その他 260,686 288,482

固定負債合計 1,297,328 1,131,405

負債合計 6,792,669 6,176,364

純資産の部

株主資本
資本金 592,344 592,344
資本剰余金 733,644 733,680
利益剰余金 8,096,543 8,438,233
自己株式 △817,549 △817,762

株主資本合計 8,604,982 8,946,496

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 567,216 634,681
為替換算調整勘定 224,026 356,798
退職給付に係る調整累計額 4,477 5,834

その他の包括利益累計額合計 795,720 997,314

非支配株主持分 45,514 48,232

純資産合計 9,446,217 9,992,043

負債純資産合計 16,238,886 16,168,407
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 13,340,714 14,861,566

売上原価 10,183,129 11,536,883

売上総利益 3,157,584 3,324,683

販売費及び一般管理費 2,452,863 2,169,415

営業利益 704,721 1,155,268

営業外収益

受取利息 1,254 1,084

受取配当金 19,302 22,700

助成金収入 7,448 8,935

その他 39,093 30,514

営業外収益合計 67,097 63,235

営業外費用

支払利息 10,328 8,436

コミットメントライン手数料 17,004 308

その他 3,182 584

営業外費用合計 30,514 9,329

経常利益 741,303 1,209,174

特別利益

固定資産売却益 1,015 －

新株予約権戻入益 4,036 －

特別利益合計 5,051 －

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 373 3,530

事務所移転費用 15,269 －

特別損失合計 15,643 3,530

税金等調整前四半期純利益 730,711 1,205,644

法人税、住民税及び事業税 387,032 478,926

法人税等調整額 △37,689 40,453

法人税等合計 349,342 519,379

四半期純利益 381,369 686,264

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,264 5,470

親会社株主に帰属する四半期純利益 375,105 680,794

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

四半期純利益 381,369 686,264

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 169,025 67,464

為替換算調整勘定 5,959 132,772

退職給付に係る調整額 1,537 1,356

その他の包括利益合計 176,523 201,593

四半期包括利益 557,892 887,858

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 551,628 882,388

非支配株主に係る四半期包括利益 6,264 5,470

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 730,711 1,205,644

減価償却費 82,847 77,120

のれん償却額 222,234 222,234

新株予約権戻入益 △4,036 －

固定資産除却損 373 3,530

固定資産売却損益（△は益） △1,015 －

事務所移転費用 15,269 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △112,340 139,910

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △26,645 △25,574

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 59,608

退職給付に係る資産・負債の増減額 8,114 6,862

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △86,700 669

受取利息及び受取配当金 △20,556 △23,785

支払利息 10,328 8,436

為替差損益（△は益） △11 △12,386

売上債権の増減額（△は増加） 751,046 5,512

棚卸資産の増減額（△は増加） 28,323 5,093

仕入債務の増減額（△は減少） △66,768 △342,511

未払金の増減額（△は減少） △51,341 △66,777

未払費用の増減額（△は減少） △46,515 5,190

未払消費税等の増減額（△は減少） △83,952 17,639

その他の流動資産の増減額（△は増加） △117,193 △480,443

その他の流動負債の増減額（△は減少） △15,662 112,108

その他の固定資産の増減額（△は増加） 1,266 269

その他の固定負債の増減額（△は減少） 15,115 29,186

その他 24,566 78,902

小計 1,257,458 1,026,441

利息及び配当金の受取額 20,535 23,790

利息の支払額 △10,328 △8,436

事務所移転費用の支払額 △15,269 －

法人税等の支払額 △284,494 △677,016

営業活動によるキャッシュ・フロー 967,901 364,778

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △13,200 △131,910

定期預金の払戻による収入 13,200 7,009

有形固定資産の取得による支出 △44,015 △29,996

有形固定資産の売却による収入 27,915 －

無形固定資産の取得による支出 △20,131 △46,540

投資有価証券の取得による支出 △25,018 △50,904

投資有価証券の売却による収入 20 －

その他 2,298 △12,834

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,931 △265,176

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △660,000 △560,000

長期借入金の返済による支出 △372,266 △216,466

社債の償還による支出 △13,000 －

自己株式の取得による支出 △1,928 △534

自己株式の売却による収入 14,679 357

配当金の支払額 △294,317 △338,844

非支配株主への配当金の支払額 △3,328 △2,752

その他 △3,215 △1,703

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,333,376 △1,119,944

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,958 128,581

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △420,447 △891,760

現金及び現金同等物の期首残高 4,671,217 4,713,364

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,250,770 3,821,603
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「時価の算定に関する会計基準」等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６

月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期

首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27項－２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

といたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、四半期連結

財務諸表作成時において入手可能な情報に基づき実施しています。

新型コロナウイルス感染症の収束時期など正確に予測することは、困難な状況となってい

ますが、当第２四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染症の感染拡大による当

社グループ事業への影響は限定的であったため、将来においても影響は限定的であると仮定

し、会計上の見積りを行っています。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による経済環境に変化が生じた場合は、当社

グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし

て、当社グループの取締役および執行役員（以下、「取締役等」といいます。）を対象にし

た業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を、株価および業績向上への従業員

の意欲や士気を高めることを目的として、当社グループの従業員を対象にした業績連動型株

式報酬制度「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入しています。

(1）取引の概要

役員向け株式給付信託については、2015年４月30日開催の取締役会において役員報酬

として決議され、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、

当社グループの取締役等に対して、当社グループが定める役員株式給付規程に従って、

業績達成度等に応じて当社株式が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度で

す。なお、当社グループの取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締

役等の退任時となります。

また、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）については、予め当社グループが定めた株式給

付規程に基づき、当社グループの従業員が一定の条件を満たした場合に当該従業員に対

し当社株式を給付する仕組みです。

当社グループは、従業員の勤続年数や昇格に応じてポイントを付与し、従業員に付与

ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予

め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとし

ます。

(2）信託が保有する自社の株式に関する事項

当第２四半期連結会計期間末において、株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託

（Ｊ－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式は、四半期連結貸借対照表の純資産の部に自己株

式として表示し、帳簿価額は前連結会計年度133,298千円、当第２四半期連結会計期間

211,271千円、株式数は前連結会計年度365,197株、当第２四半期連結会計期間458,425

株です。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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